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はじめに
2014年度から農地貸借の新たな仕組み

である農地中間管理事業が本格的に動き出
したことで、担い手への農地集積・集約化
が進んでいる。

その事例の１つ、北海道置戸町の勝山地
区は、2015年10月に町の耕地面積（牧
草地を除く）の約３分の１に当たる約473
ヘクタールの農地を新たに設立した法人

「農事組合法人　勝山グリーンファーム」
（以下「勝山グリーンファーム」という）
に集積した（図１）。東京ディズニーラン
ドの敷地面積10個分に相当する経営面積
は、１経営体が経営する規模としてわが国
で最大級である。

そこで本稿では、勝山地区に誕生した
「勝山グリーンファーム」の事例を紹介す
る。

大規模な農地集積による
農業経営の安定化を目指して

～農事組合法人 勝山グリーンファームの取り組み～
札幌事務所（現　調査情報部）　坂上　大樹

【要約】

北海道置
お け

戸
と

町の勝山地区の13戸16名の生産者は、新たに設立した法人「農事組合法人   
勝山グリーンファーム」に約473ヘクタールの農地を集積させた。

新法人設立に至る経過には、合意形成を円滑に進めるため生産者が主体となって話し合
いを積み重ねたほか、女性限定の座談会を取り入れ、法人化への理解を深めるなどさまざ
まな工夫があった。今後は、同法人が地域農業のみならず、地域社会を支える重要な役割
を果たしていくことが期待されている。

図１　勝山地区の農地集積

農事組合法人勝山グリーンファーム

▼　集積後▼　集積前

調査･報告
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１　置戸町の農業を取り巻く環境
（１）地域の農業概要

置戸町は北海道のオホーツク地域に位置
し、地形的には緑豊かな山岳部が町域の大
半を占め、古くから林業と農業が盛んな町
である（図２）。

同町を含む１市２町を管内とするきたみ

らい農業協同組合（以下「ＪＡ」という）
の区域は全国の生産量の約２割を占めるた
まねぎのほか、麦類、ばれいしょ、てん菜、
豆類などの畑作物、水稲、生乳など多様な
農畜産物が生産されており、その販売高は
全道一と言われている。

（２）加速する担い手不足
今回の舞台となった勝山地区は、16戸

ある生産者の平均年齢が52.3歳と、全国
平均と比べて10歳以上、北海道平均と比
べて約５歳も若く、加工用ばれいしょの需
要増加に対応すべく、新規事業としてコン
トラクターによる大型機械化体系を導入す
るなど、ＪＡ管内のばれいしょ生産を支え
る重要な拠点産地として高い生産性を実現
してきた地区である。

同地区やその周辺地区では毎年何人かの
離農者が出ているが、幸いにして地区内の
生産者が農地の引き受け手となり、地域全

体の農業生産活動が維持されている。
一方、国立社会保障・人口問題研究所の

将来人口推計によると、約25年後の2040
年の置戸町の人口は、全国より10年程度
先行して人口減少・高齢化が進展している
といわれる北海道全体をはるかに上回る
ペースで減少し、2010年と比較して約半
分にまで減少すると予測されている。加え
て、65歳以上の高齢者の人口が生産年齢
人口といわれる15歳から64歳までの人口
を上回り、高齢者１人を現役世代１人では
支えられない状況になると予測されている

（図３）。

図２　置戸町の位置

置戸町

◎　札幌市

オホーツク地域
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また、農業部門では、2000年の農家戸
数は239戸であったのに対し、2015年に
は109戸と、町の人口減少率をしのぐペー
スで離農が進行している。ＪＡの推計によ
ると、地域の平均的な離農年齢や後継者の
有無などに基づく勝山地区の10年後、20
年後の姿は、2025年には９戸、2035年

には５戸の生産者しか営農を続けられない
と予測されている（図４）。地域農業の存
続のみならず、集落が消滅の危機にひんす
る可能性が高い。

（３）勝山地区大型法人設立検討委員会の発足
ア　経緯

勝山地区で農業を営み、ＪＡの役員も務
める柏原勝氏（57歳）は、その立場上、
地域全体を常に俯瞰することができること
から、こうした勝山地区が置かれた状況や
将来の見通しなどに対して強い危機感を抱
いていた。そこで、同じ町内に住むＪＡき
たみらい馬鈴薯振興会副会長の堺信幸氏

（48歳）に声をかけ、地域の未来のために
立ち上がった。

方策を検討すべく相談に訪れたＪＡ担当
者と何度も話し合いを重ねるうちに、勝山
地域の生産者全員で将来像を話し合いなが
ら、１集落１法人の設立を目指す構想が持
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図３　置戸町における将来人口推計

資料：総務省「国勢調査」、 (独)国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計」
注１：指数は2010年を100とした場合である。
注２：2015年までは実績。
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図４　勝山地区の農家戸数（推計）

資料：聞き取りに基づき機構作成
　注：2015年は実績。
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ち上がった。そして、2015年４月、これ
を具現化するため「勝山地区大型法人設立
検討委員会」（以下「検討委員会」という）
を発足させた。検討委員会は、柏原氏およ
び堺氏の２名とこの理念に賛同した７名の
生産者のほか、ＪＡの協力を得て、置戸町
長を顧問に迎えるとともに、ＪＡや行政な
どの担当者、税理士などの専門家を構成員
に加えた（表１、図５）。

イ　新法人が優先的に解決すべき課題
検討委員会では、新法人が定める経営計

画の目標設定の基本的な考え方や方針を議
論するに当たり、生産者全戸の前年度の経
営状況を比較・開示している。その結果、
勝山地域の生産者は、同じ規模でも農業所
得に差があり、大規模化するほどその格差
が広がっていることに加え、勝山地区の中
核を担う20〜30ヘクタール規模の経営体
が十分な所得を確保していないことが明ら
かとなった（図６）。

詳しく分析すると、40ヘクタールを超
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図６　勝山地区の生産者の農業所得分布図

図５　検討委員会の組織図

資料：聞き取りに基づき機構作成
　注： 勤労者の年間所得は、総務省「家計調査」に基づく勤労世

帯（総世帯）における勤め先収入である。

表１ 勝山地区大型法人設立検討委員会のメンバー
生産者 ９名

顧問 置戸町長

団体

北海道農業協同組合中央会北見支所
北海道信用農業協同組合連合会北見支所
北海道農業公社北見支所
JA 役員
JA 担当者（営農、購買、販売、金融、共済）

行政など

北海道オホーツク総合振興局
網走農業改良普及センター
置戸町
北海道立総合研究機構中央農業試験場

アドバイザー
北海道農業会議
社会保険労務士
税理士

注：組織名は設立当時のものである。



53野菜情報 2017.1

える大規模経営の場合、「あと何年現役で
働けるのか」「補助事業を活用したとして
も自己負担額を払いきれるか」などといっ
た不安や、後を継ぐかどうか分からない子
供たちにまで負担を残すわけにはいかない
という考えなどから、新たな設備投資を思
いとどまる様子がうかがえた。所得向上を
図る目的で規模拡大を進めても、面積に見
合わない機械を使い続ける結果、総労働時
間が延び、慢性的な労働力不足から一層管
理が粗放的となることで、１ヘクタール当
たりの収量の低下を招き、農業所得の低落
につながっていた。

一方、20〜30ヘクタール規模の生産者
の中には、40ヘクタール規模に適応する
ような高性能な機械を導入しているケース
が見受けられ、減価償却費やメンテナンス
費用などの経費が経営を圧迫していること
が判明した。

もっと深刻なのは、多くの生産者が勤労
者世帯並みの所得水準に達していないこと
であった。

このことから、新法人が優先的に解決す

べき課題・達成すべき目標として、「１人
当たりの農業所得の引き上げ」を掲げた。

ウ　法人設立
検討委員会での議論、調整および地区全

戸 の 投 票 方 式 に よ る 社 名 決 定 を 経 て、
2015年10月、「勝山グリーンファーム」
を設立させた。検討委員会の議論の過程に
おいて２戸の離農、１戸の離脱があったも
のの、13戸16名で置戸町の未来のための
新たな一歩を踏みだすこととなった。

写真１　 前列右から４人目が代表理事組合
長の柏原氏、その左隣が代表理事
専務の堺氏

表２　法人概要
法人設立年月日 2015 年 10 月 21 日

出資総額 840 万円

構成戸数 13 戸

社員（役員を含む） 18 名（うち事務職員２名）

経営面積（集積面積）472.5 ヘクタール

生産作物 秋播き小麦、春播き小麦、ばれいしょ、てん菜、豆類、スイートコーン、
飼料作物（デントコーンなど）

組織図

注：飼料作物のみ受託生産。

総　会 理事会

経営会議

総務部 営農部 経済部
２名 10名 ３名

代表理事組合長、
専務理事、常務理事
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なお、柏原氏は同法人の代表である代表
理事組合長に、堺氏は代表理事専務にそれ
ぞれ就任した。

２　法人設立の円滑な合意形成の進め方
柏原氏らは、検討委員会を立ち上げてか

らわずか半年余りというごく短期間で合意
形成を図り、法人設立に導いている。勝山
グリーンファームの法人設立までの経過を
振り返ると、その理由が見えてきた。

（１）課題の切り分けと重点化
検討委員会は、法人の運営に関わる事項

は当事者である生産者が決めるべきである
との考えから、作業分担、補助事業活用の
検討、就業規則などについては法人設立以
降に検討や策定すべきものとして案や方針
を示すにとどめた。その一方、参加者の確
定、組織機構、農地の賃借料の設定など人
間関係や利害の調整が必要な事項について
は第三者が加わりかつオープンな場である
検討委員会が間に入ることで合意形成を円
滑に進めることができた。

（２）生産者本位の議論
ＪＡ担当者は、成功の要因を「押し付け

られたものではなかったから」と分析す
る。

ＪＡが支援したり、考えを誘導したりす
ることは必要だが、自己裁量の下で経営を
行ってきた生産者にとって、決められた
レールに乗ることに反発を覚える者も少な
くない。かつてＪＡは、別の地区において
農業経営の法人化を支援したが、生産者か
らは「押し付け」と捉えられ、必要性に対
する認識が深まらず法人設立に至らなかっ
た経験がある。

今回の事例は、柏原氏や堺氏など生産者
の自発的な意思を出発点としたものである
ことから、検討委員会の議論や取り組みを
生産者が積極的に主導してきた。外部講師
を招いての勉強会や現地視察を企画すると
ともに、生産者の意見をすい上げるための
大小さまざまな会議、会合をほぼ１週間に
１回のペースで開催し、検討委員会立ち上
げから法人設立までの約半年の間に延べ
30回以上にも及ぶ議論を重ねた。

議論するに当たっては、①議題そのもの
や他人の意見を否定しない、②結論を出さ
ない、などの基本ルールを定めて、発言力
や影響力が強い生産者の意見に全体が従っ
てしまうことや生産者同士の対立・衝突を
避けることにも気を配ったという。こうし
た冷静な議論の積み重ねが、理解者を増や
し、合理的な判断や妥協点を探るのに役
立ったと言える。

（３）女性の役割
法人化の話が持ち上がった当初、女性た

ちの反応は、これまでの日常生活が変わる
ことに対する不安や戸惑いの声の方が強
かったという。

このため、女性たちの不安を和らげ、法
人化の必要性を理解してもらおうと、柏原
氏や堺氏などは、女性たちに対して会議な
どに経営主と一緒に参加するよう呼び掛け
るとともに、女性のみを対象とする座談会
を開催し、不安や疑問などを気軽に本音で
語り合える機会を提供した。

経営主と二人三脚で農業に従事するケー
ス、繁忙期のみ手伝うケース、家事・育児
に専念するケースなどそれぞれの家庭によ
り女性たちの農業への関わり方は十人十色
であることから、普段は家業や子育てなど
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で忙しく一堂に会して話し合う機会が少な
かった女性たちにとって、座談会はさまざ
まな立場の女性たちとの交流やざっくばら
んな対話の場となり、今の暮らしや地域を
見つめ直し、視野を広げるきっかけとなっ
た。

最終的には、10回もの話し合いがもた
れ、回数を重ねるごとに法人化に対する肯

定的な見方や支持する意見へと変化して
いった。こうした女性たちの法人設立に対
する知識や理解の深まりは、生産者の決断
を後押しするという効果をもたらした。そ
ういった意味で、家業を支える女性たちが
法人設立に導いた陰の立役者なのかもしれ
ない。

（４）農地中間管理事業による後押し
勝山地区は、ＪＡの推計通りに離農が進

んだ場合、10年後には120ヘクタールを
超える離農跡地が発生することが見込まれ
る。その面積を同地区の生産者が引き受け
たと仮定した場合、１戸当たりの平均経営
面積は50ヘクタール台に達することから、
既存の労働力と機械では到底対応すること
はできない。

こうしたことを背景として、農地中間管
理事業の予算措置が拡充されたことを機
に、同事業活用によるメリットを享受する
仕組みづくりに対する要請が自身の代で離
農を考える生産者などから強まったことも
合意形成を加速させた要因の１つである。

３　期待される効果と役割
（１）酪農コントラクター事業への参入

北海道における酪農家戸数の減少に歯止
めがかからない中で、地域内でも将来性を
悲観して離農する酪農家が相次いでいる。
家畜ふん尿を原料とする堆肥は農業生産に
不可欠な資源であるとともに、酪農家は地
域農業を支える重要なパートナーであるこ
とから、勝山グリーンファームは酪農家の
労働負荷軽減を図るため、初年度からコン
トラクター事業に乗り出し、受託面積40
ヘクタールを確保した上で、牧草やデント
コーンなどの粗飼料生産にも取り組む。

他方、経営面積は10年が経過するまで
維持する（図７）。その理由を堺氏は「現
在は、圃場を寄せ集めたにすぎない。圃場
ごとに土壌条件、陽の当たり方、傾斜の有
無、排水性の良否などバラつきがあるた

写真２　女性のみを対象とした座談会の様子
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め、生育がコントロールできるようになる
まで最低でも10年はかかる」と話す。

なお、将来は直売や６次産業化の展開を
考えているが、家業を支える女性たちから
本業が軌道に乗るまで手を出さぬよう釘を
刺されていることを明かした。

（２）経費節減と雇用創出
農作業の受託と農産物生産を組み合わせ

た農業経営の当面のビジョンは、３年後に
経営の黒字化、５年後の2020年度に当期
利益130万円の達成を目指す。

各戸の倉庫に眠る農業資材を合計する
と、その評価額が1500万円に上ることが
ＪＡの試算で分かった。法人設立に伴い、
これを集約し、一元管理することで、作業
のムラ・無駄の抑制による経費節減を図る
ことができるほか、一元調達による大口取

引に移行することで、調達単価の引き下げ
も期待できる。また、既存の保有機械の活
用により法人設立に伴う初期投資を抑える
などして、物財費の大幅な低減を見込んで
いる。

また、作物ごとに点在している作付け圃
場をそれぞれの区画にまとめ、機械作業を
集約するなどの作業の効率化を図ること
で、これまで常時従事者だけで30名程度
の労働力が投下されてきた面積を、今後は
社員16人体制で対応することとなる。ま
た、これまでの繁忙期における１戸当たり
の臨時雇い１〜２名を、構成員家族からの
雇用に切り替え、所得税の扶養控除の範囲
内で雇用することで雇用費も大幅に圧縮す
ることが可能となった。

これら支出の節減などを通じて利益確保
のめどがついたことから、検討委員会のメ
ンバーを務め昨年３月に定年退職した置戸
町役場OBと元ＪＡ職員の２名を正社員と
して雇用し、総務・経理などの管理業務全
般を任せている。

今後、事業が拡大していけば、将来の地
域農業を支える担い手を育成するため、就
農に意欲や関心がある者の雇用機会を拡大
していきたい考えだ。

（３）集落機能を代替する新たな役割
今夏、北海道を相次ぎ襲った台風は、勝

山グリーンファームの圃場にも大きな爪痕
を残した。置戸町を流れる河川が氾濫し、
圃場の流出、浸水などの被害が発生すると
ともに、ばれいしょの収穫最盛期と重なっ
たため、収穫作業が思うように進まず、例
年と比べ10日前後の大幅な遅れが発生し
た。

この遅れを取り戻すため、ばれいしょ圃
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図７　勝山グリーンファームの計画

資料：聞き取りに基づき機構作成
　注：2015年は実績。
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場約56ヘクタールの大半が手掘り作業を
余儀なくされたものの、社員やその家族総
出で作業に当たり、10月上旬までに何と
か収穫を終え、最小限の被害で乗り切った。

かつてはこうした地域の災害に際して、
集落を基本単位とする生活の互助・共助機
能が有効に作用してきた。しかし近年、過
疎・高齢化に伴い、その機能に頼ることは
困難になりつつあり、法人設立以前なら
ば、これだけ甚大な被害を受ければ離農者
や耕作放棄地が出かねない状況である。勝
山グリーンファームは、今回それに代わる
機能・役割を果たしたと言える。自然災害
などの緊急時は、むしろ明確な指揮系統が
存在する組織体の方が迅速に対処できると
いう側面がある。

４　課題
これまでは各々が一斉に作業に取り掛か

るため、播種作業などは地域全体から見る
とほぼ３日間で完了していた。しかし、今
後は作業ムラが発生しないよう、作付作目
ごとにグループ分けした班が担当区画の作
業を一貫して行うこととしたため、１時間
当たりの作業効率は以前に比べ1.5倍以上
向上したものの、作業日数が２〜３日延び
るというジレンマを抱えている（図８）。
経営面積が巨大であるが故に作業日数が延
びれば、適期を逃すことによる収量および
経営に与える影響が大きくなる。

他方、生産者の中には、「繁忙期に農作
業を手伝ってくれた親の出番がなくなっ
た」と、少し寂しげに語る姿もあった。経
営者の親世代の中には、80歳近くになっ
ても現場で働き続ける者も珍しくない。法
人化により効率性は格段に向上し、それに
より新たな雇用機会も生まれたが、反面、
親世代の働く機会を奪ってしまっているの
ではないかという思いも少なからずある。

現場の一線を退いたとはいえ、これまで
地域を支え、蓄積してきた技術・ノウハウ
を数多く有する親世代を労働力として生か

写真３　ばれいしょの手掘り収穫

Ａ氏 

集 約
Ｂ氏 

Ｃ氏 勝山グリーンファーム

Ｄ氏 

・・・・・・・・・・・・・・

図８　作業体系の違い（イメージ）
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す、または働く意欲のある者に対して労働
機会を提供することは、65歳以上の人口
比率が約40％を占め、全国よりも早く超
高齢社会を迎えた置戸町における社会的課
題と一致するところである。このことか
ら、町などに支援を求めつつ、担い手確保
との競合を避けながら高齢者の雇用の受け
皿としての役割も検討していく必要がある
と考えられる。

おわりに
ＪＡ担当者は「法人化・協業化によって

所得の安定化、労働力の軽減などを実現し
た好例がいくつか蓄積されつつあるが、普
及・拡大が今ひとつ進んでいないのは、経
営主から組織人に転換することに対しての
生産者の葛藤の大きさや心理的なハードル
の高さを物語っている」と語る。

今回の事例では、地域のリーダーが生産
者たちの背中を押した。課題解決に際して
は、リーダーシップを発揮し、理想とする
ゴールに導くリーダーの存在が必要不可欠
であることを改めて感じる。注意しなけれ
ばならないのは「強制しない」「女性たち
の声に耳を傾ける」ことであった。

他方、今年は自然災害に見舞われるとい
うアクシデントがあったが、見方を変える
と地区全域の生産者および農地を取り込ん
だことが功を奏して、地域社会の架け橋の
一端を担う新たな可能性も見えてきた。し
かし、農事組合法人という形態では農業以
外の活動が制限されることから、さらなる
進展を図るためには株式会社への移行の検
討が必要であり、同法人もそれに対する意
欲を示している。

勝山グリーンファームの地域農業を次世
代へつなぐ挑戦はまだ始まったばかりであ
る。今後もその行方を見守っていきたい。

今回の取材にご協力いただいた農事組合
法人勝山グリーンファーム代表理事組合長
の柏原勝様をはじめとする社員の皆さまお
よびきたみらい農業協同組合の皆さまに、
改めて御礼申し上げます。

最後に、この度の台風で被害に遭われた
勝山グリーンファームの皆さまとそのご家
族をはじめ、すべての方々に心よりお見舞
い申し上げるとともに、被害の一日も早い
復旧と今後の安全をお祈り申し上げます。




